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金融経済教育をめぐる課題

• 金融経済教育を受けたと認識している人は約7％。

• 職域でも、確定拠出年金加入者への継続投資教育が不十分との指摘。

• 投資詐欺などの被害事案も引き続き散見、近時はSNSを通じた投
資勧誘のトラブルも発生。

• 教育の担い手が金融機関・業界団体である場合、受け手（特に、個
別企業）から敬遠されるとの声も聞かれる。

• 政府、金融広報中央委員会、金融関係団体等による取組みや連携
を強化すべきとの指摘。

金融経済教育を受けたと認識

認識していない
92.9％

認識している
7.1％

 これまで、政府、金融広報中央委員会、金融関係団体により、学校や

職場等において、資産形成の啓発や教材の作成等、金融経済教育に

関する取組みが実施されてきたが、以下のような課題が存在。

（出所）金融広報中央委員会「金融リテラシー調査（2022年）」より金融庁作成。

金融経済教育推進機構の設立（2024年4月5日）
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組織概要

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） ２



役員構成

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） ３



役員構成

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） ４



役員構成

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） ５



ミッション・ビジョン、ロゴ

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） ６



J-FLEC認定アドバイザー制度の創設

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） ７



J-FLEC認定アドバイザー制度の全体像

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） ８



J-FLEC認定アドバイザーの認定要件①

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） ９



（出所）J-FLEC（2024年4月25日）

J-FLEC認定アドバイザーの認定要件②
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事業概要

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） 11 



（１）講師派遣（出張授業）事業

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） 12



（２）イベント・セミナー事業

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） 13



（３）「J-FLECはじめてのマネープラン」無料体験事業

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） 14



（４）「J-FLECはじめてのマネープラン」割引クーポン配布事業

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） 15



（５）学校等への支援事業

（出所）J-FLEC（2024年4月25日） 16



（参考）安定的な資産形成の支援に関する基本方針（令和６年３月15日閣議決定）（抄）

Ⅱ 国民の安定的な資産形成の支援に関する施策
３ 国民の安定的な資産形成に関する教育及び広報の推進
⑸ 金融リテラシーの向上における消費者教育との連携

金融経済教育を推進するに当たっては、国民一人ひとりが、経済的に自立し、より良い暮らしを実現していくととも
に、健全で質の高い金融商品や家計金融資産の有効活用により、公正で持続可能な社会の実現に貢献する観点
から、金融リテラシーの向上を図ることが重要である。

このため、消費者教育の推進に関する法律（平成 24 年法律第 61 号）や「消費者教育の推進に関する基本的な
方針」（平成 25 年６月 28 日閣議決定）に基づく消費者教育と連携し、金融や経済についての知識に加え、家計管
理や長期的な生活設計を行う習慣・能力、消費生活の基礎や、金融トラブルから身を守るための知識の習得、また、
事前にアドバイスを受けるなどといった外部の知見を求めることの必要性を理解することを推進していく。
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